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重要な会計方針
当事業年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法人会
計基準研究会、財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 平成23年６月28日）及び「『独
立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務
省主計局、日本公認会計士協会 平成24年３月））を適用しております。
１．運営費交付金収益の計上基準
費用進行基準（業務のための支出額を上限として収益化する方法）を採用しております。
これは業務達成基準及び期間進行基準を採用することが、業務の性質上すべての経費について、
支出に対応する業務と運営費交付金との対応関係を示すことができないこと、また、業務の実施
と運営費交付金財源との期間的な対応が明確でないこと等の理由により困難であること、及び、
その対応を明確にした基準を現状では有していないことから、一般勘定、小規模企業共済勘定及
び中小企業倒産防止共済勘定の業務については費用進行基準を採用しています。
２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～52年
構築物 ２年～41年
機械装置 ２年～10年
車両運搬具 ２年～５年
工具器具備品 ２年～20年

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
特許権 ７年～８年
商標権 ８年～10年

法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（２年～５年）に基づ
いております。

^ 特定の償却資産
有形固定資産及び無形固定資産のうち、特定の償却資産（独立行政法人会計基準（以下「会
計基準」という。）第87）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余
金から控除して表示しております。

３．引当金の計上基準
\ 貸倒引当金
債権の貸倒に対する損失に備えるため、一般債権及び中小企業倒産防止共済勘定の貸倒懸念
債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

] 保証債務損失引当金
債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上
しております。

^ 賞与引当金
役員及び職員等に対する賞与の支払にあてるため、将来の支払見込額のうち当事業年度に発
生した額を計上しております。
ただし、当該支払見込額のうち、運営費交付金で財源措置される額については、引当金を計
上しておりません。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役員及び職員等への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づいて計上しております。
ただし、退職一時金及び厚生年金基金から支給される年金給付に係る引当金のうち、運営費交
付金により財源措置される額については、引当金を計上しておりません。
数理計算上の差異は、発生事業年度に全額費用処理しております。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に
基づき計算された退職給付引当金の当期増加額を計上しております。
５．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準
\ 完済手当金準備基金
将来の完済手当金の支払に備えるため、独立行政法人中小企業基盤整備機構の業務（産業基
盤整備業務を除く。）に係る業務運営、財務及び会計に関する省令（平成16年６月30日経済産業
省令第74号。以下「業務省令」という。）第20条第１項の規定により、経済産業大臣の定めると
ころ（独立行政法人中小企業基盤整備機構の倒産防止共済基金、完済手当金準備基金及び異常
危険準備基金の積立てについて、平成16・12・21中第３号、改正平成24・03・29中第12号）に
よる金額を計上しております。

] 異常危険準備基金
将来の共済貸付けの急増その他異常な事態に備えるため、業務省令第20条第２項の規定によ
り、経済産業大臣の定めるところ（独立行政法人中小企業基盤整備機構の倒産防止共済基金、
完済手当金準備基金及び異常危険準備基金の積立てについて、平成16・12・21中第３号、改正
平成24・03・29中第12号）による金額を計上しております。

６．有価証券の評価基準及び評価方法
\ 満期保有目的債券
償却原価法（定額法）によっております。

] 関係会社株式
移動平均法に基づく原価法（持分相当額が下落した場合には持分相当額）によっております。

^ その他有価証券
時価のない株式については、移動平均法に基づく原価法によっております。
なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな
されるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書
を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法
\ 販売用不動産
個別法による低価法によっております。

] 仕掛不動産
個別法による低価法によっております。

^ 特定事業者復興支援施設
個別法による低価法によっております。

_ 貯蔵品
先入先出法による低価法によっております。

８．未収財源措置予定額の計上根拠及び計上基準
当事業年度に発生した事業費のうち、翌事業年度の運営費交付金で財源措置されるものを計上
しております。œ
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